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令和６年１２月



基本目標１　若者や子育て世代も安心して働けるしごとと環境をつくる
数値目標 （１）雇用保険求職者給付の制限件数（自己都合により離職された者） …１

（１）次世代エネルギー関連産業の創出と企業誘致の促進
ＫＰＩ （２）再生可能エネルギー導入量 …１
ＫＰＩ （３）能代港の取扱貨物量（能代火力発電所専用桟橋を除く） …１
ＫＰＩ （４）新設、増設企業数 …２

（２）既存産業の魅力向上
（ア）農林業

ＫＰＩ （５）戦略作物５品目の生産出荷額（出荷数量） …２
ＫＰＩ （６）新規就農者数 …２
ＫＰＩ （７）農業法人数 …３
参考指標 （８）30a以上区画のほ場整備率 …３
参考指標 （９）地産地消協力店数 …３
ＫＰＩ （１０）秋田林業大学校本市出身研修生 …３
ＫＰＩ （１１）木のまちづくり推進事業利用件数 …３
参考指標 （１２）木材製品出荷額 …４

（イ）商工業等
ＫＰＩ （１３）新規分野進出に関する相談件数 …４

単年度90％－累積80％ver_修正版ＫＰＩ （１４）地元企業人材育成支援事業の利用者数 …４
参考指標 （１５）製造品出荷額 …４
参考指標 （１６）中小企業融資あっせん制度利用件数 …５

（３）起業と事業承継の推進

ＫＰＩ （１７）創業者数 …５

（４）地域資源を活かした交流人口の拡大
ＫＰＩ （１８）観光客入込客数 …５
ＫＰＩ （１９）宿泊客数 …５

基本目標２　移住・定住を推進し能代で暮らす人の流れをつくる
数値目標 （２０）市への相談を経て移住した世帯数 …６

（１）新規高校卒業者の地元定着の推進
ＫＰＩ （２１）新規学校卒業者就職率（能代山本） …６
参考指標 （２２）地元企業就職説明会等への延べ参加者数 …６

（２）新規大学等卒業者や首都圏等在住者のふるさと回帰の促進
ＫＰＩ （２３）移住相談件数のうちＵターンした世帯数 …７
ＫＰＩ （２４）インターンシップ等受け入れ登録企業数 …７
参考指標 （２５）市内居住による奨学金の返還支援件数 …７

（３）能代での新たな暮らしを目指す移住・定住の推進
ＫＰＩ （２６）移住相談件数のうちＩＪターンした世帯数 …８
参考指標 （２７）移住体験ツアー参加世帯数 …８

（４）情報発信と相談・サポート体制の充実
ＫＰＩ （２８）移住相談件数 …８
ＫＰＩ （２９）空き家バンクの新規物件登録件数 …８
参考指標 （３０-１）若年世帯移住定住奨励金利用件数 …９
参考指標 （３０-２）若年世帯移住定住すまい補助金利用件数 …９
参考指標 （３１）移住定住相談窓口ＬＩＮＥ登録者数 …９

基本目標３　出会い・結婚・出産・子育てに関する望みがかなう地域をつくる
数値目標 （３２）婚姻数 …１０

（１）結婚への望みをかなえるための支援
ＫＰＩ （３３）男女の出会いや交流イベント等への参加人数 …１０
ＫＰＩ （３４）あきた結婚支援センター入会者数 …１０
参考指標 （３５）あきた結婚支援センター会員団体数 …１０

（２）出産・子育ての望みをかなえ暮らせる地域の実現
ＫＰＩ （３６）子育て支援センター利用者数 …１１
ＫＰＩ （３７）次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画策定企業数 …１１

基本目標４　安心して暮らせる元気な地域をつくる
数値目標 （３８）自主防災組織設置率 …１２

（１）地域の未来を支える人づくりと地域づくり
ＫＰＩ （３９）市民活動支援センター登録団体数 …１２
参考指標 （４０）市民まちづくり活動支援事業応募件数 …１２
参考指標 （４１）シルバー人材センター会員数 …１２
参考指標 （４２）地域おこし協力隊員数 …１３

(２)安全・安心な暮らしを守る都市機能の維持
ＫＰＩ （４３）公共交通カバーエリア …１３
参考指標 （４４）空き店舗の利活用件数 …１３
参考指標 （４５）市と近隣町が新たに行う連携事業数 …１３

重要検証指標
①転入・転出増減数 …１４
②合計特殊出生率 …１４



年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6（目標値） 単位

目標 － － － － － － 609 603 597 591 585 件

実績 631 640 611 645 615 574 548 539 552 549 件

（１）次世代エネルギー関連産業の創出と企業誘致の促進

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6（目標値） 単位

目標 － － － － － － 76,803 76,803 160,803 160,803 198,603 kW

実績 28,550 28,550 68,650 76,803 76,803 76,803 76,803 76,803 160,803 162,793 kW

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6（目標値） 単位

目標 － － － － － － 381,784 384,255 386,726 389,197 391,669 トン

実績 397,621 353,655 307,162 342,566 379,313 365,776 367,432 443,885 516,312 635,788 トン

評価方法

総合評価－ ％

単年（１）雇用保険求職者給付の制限件数（自己都合により離職された者）

（２）再生可能エネルギー導入量

累積評価
（R2～R5） Ａ 20点

Ａ 20点

Ａ 20点

－ 総合評価

－

今後の取組

要因分析

現状と課題 今後の取組

単年

要因分析

評価方法 単年

％

要因分析

現状と課題 今後の取組

総合評価ａ163 ％ －
単年評価

（R5）
累積評価
（R2～R5）

（３）能代港の取扱貨物量（能代火力発電所専用桟橋を除く）

％

基本目標１　若者や子育て世代も安心して働けるしごとと環境をつくる

数値目標

ＫＰＩ

ＫＰＩ

単年評価
（R5）

単年評価
（R5）

累積評価
（R2～R5）

ａ

ａ －

％

101

評価方法

％

現状と課題

－108

引き続き労働環境や制度に関する周知を行い、働きやす
い職場づくりへの啓発に努める。

企業が自己の情報を積極的に発信することで就職して
からの現実との乖離が小さくなっていることが要因の一
つと思われる。
※実績値が目標値を下回ることで評価が高くなる。

令和6年1月に能代港風力発電所（1,990kW×1基）の運
転が開始されたことで、導入量が増加した。

令和7年に白神ウインドパワー風力発電所（4,200kW×17
基）の稼働を予定している。それに伴い再生可能エネル
ギー導入量の増加が見込まれる。

陸上風力発電所の建設に伴い、部材として使用する電
気機械の輸入量が増加した。また、洋上風力の拠点港
湾整備や能代工業団地での新工場建設に使用する砂
利・砂等の取扱が伸びていることや、中国において木材
の需要が高まっていることから、木産品の取扱いが伸び
ていることが要因と考えられる。

今後、再エネ海域利用法に基づく「能代市、三種町及び
男鹿市沖」や「八峰町及び能代市沖」の洋上風力発電事
業が予定されていることから、中長期的に能代港での取
り扱い貨物量は増加していくものと思われる。また、カー
ボンニュートラルポートの実現に向けた取組も必要性が
増していくものと思われる。能代港湾振興会や能代港洋
上風力発電拠点化期成同盟会を中心に、洋上風力の基
地港湾やリサイクルポートといった能代港の特徴を活か
し、港湾振興に取り組んでいく。

1



基本目標１　若者や子育て世代も安心して働けるしごとと環境をつくる

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 単位

目標 － － － － － － 2 2 2 2 2 件

実績 3 2 2 4 0 1 3 1 3 2 件

（２）既存産業の魅力向上

（ア）農林業

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6（目標値） 単位

目標 － － － － － － 2,040 2,140 2,240 2,340 2,440 百万円

実績 1,110 1,426 1,677 1,769 1,840 1,706 2,022 1,809 1,956 1,887 百万円

（内訳）

ネギ 806 1,101 1,321 1,424 1,519 1,403 1,775 1,564 1,745 1,722 百万円

（出荷数量） 2,991 3,506 3,728 3,827 3,887 4,034 4,567 4,718 4,612 3,802 トン

白神山うど 124 121 122 107 94 78 69 59 60 42 百万円

（出荷数量） 217 203 191 161 136 124 102 88 80 51 トン

白神みょうが 93 98 116 130 123 114 74 67 58 19 百万円

（出荷数量） 80 83 81 112 89 80 54 50 38 13 トン

白神きゃべつ 59 63 85 79 81 80 82 93 80 88 百万円

（出荷数量） 646 663 766 819 905 1,019 912 1,152 874 878 トン

アスパラガス 28 43 33 29 23 31 22 26 13 16 百万円

（出荷数量） 18 25 16 16 13 18 11 14 6 8 トン

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 単位

目標 － － － － － － 10 10 10 10 10 人

実績 12 6 18 20 9 10 11 13 19 15 人

Ａ 20点
累積評価
（R2～R5） ア 総合評価

（６）新規就農者数

ａ150 ％ 145

評価方法 累積

単年

累積評価
（R2～R5）

評価方法（５）戦略作物５品目の生産出荷額（出荷数量）

Ｄ 8点％

要因分析

現状と課題 今後の取組

ＫＰＩ

単年評価
（R5） 81 ％ － －

単年評価
（R5）

累積評価
（R2～R5）ａ100 ％ 113 ％

総合評価ｄ

要因分析

現状と課題 今後の取組

ＫＰＩ

単年評価
（R5）

％

総合評価 Ａ 20点

要因分析

現状と課題 今後の取組

評価方法 累積

ア

ＫＰＩ （４）新設、増設企業数

今後も企業の増設等が見込まれるため、誘致企業への
補助・支援を継続していく。

各企業におけるニーズや社会情勢の変化や、本市への
企業進出により新設・増設へとつながった。

主力品目であるネギの作付けは順調に増加している
が、ほかの品目については減少傾向にある。出荷数量
については、大雨被害や高温障害等が発生するなど天
候等により変動がある。

ＪＡ等と連携し、引き続き農作物の消費拡大のためのトッ
プセールスやイベントでのＰＲ活動等により有利販売に努
めていく。また、出荷量増加のため、引き続き機械購入に
対する補助を行う。

農業法人の増に伴い、雇用先が増加していることや国
の「経営開始資金」の認知度が高まったことにより、新規
就農者数の増加につながっている。近年は非農家出身
者からの相談も多いため、総合的なサポート体制の確
率が必要となる。

新規就農者の経営の確立のためにも、就農相談時から
就農後までの一貫した支援体制を整備し、担い手の確保
と育成に努める。
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基本目標１　若者や子育て世代も安心して働けるしごとと環境をつくる

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 単位

目標 － － － － － － 2 2 2 2 2 法人

実績 1 2 1 3 4 7 4 3 2 2 法人

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 単位

実績 60.6 61.3 62.1 64.5 66.5 68.9 69.7 70.6 71.6 72.1 ％

整備済面積 2,895 2,925 2,967 3,080 3,176 3,288 3,328 3,372 3,417 3,441 ha

要整備面積 4,775 4,775 4,775 4,775 4,775 4,775 4,775 4,775 4,775 4,775 ha

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 単位

実績 41 41 46 56 58 58 60 60 63 61 店

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 単位

目標 － － － － － － 1 1 1 1 1 人

実績 0 0 1 1 0 0 1 1 0 0 人

暦年 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 単位

目標 － － － － － － 32 34 36 38 40 件

実績 29 53 40 30 27 32 33 17 21 17 件

累積評価
（R2～R5）

評価方法

Ａ 20点

要因分析

現状と課題 今後の取組

（７）農業法人数

100
単年評価

（R5） ａ％

累積

138 ％ ア 総合評価

ＫＰＩ

今後の取組

評価方法 単年

％ 50
累積評価
（R2～R5） ウ 総合評価ｅ Ｅ 6点0

Ｅ 2点

単年評価
（R5）

ＫＰＩ

要因分析

現状と課題

参考指標 （９）地産地消協力店数

（１０）秋田林業大学校本市出身研修生

％

評価方法 累積

－ ％ｅ

ＫＰＩ

単年評価
（R5）

累積評価
（R2～R5） － 総合評価

参考指標

要因分析

現状と課題 今後の取組

45 ％

（８）30a以上区画のほ場整備率

（１１）木のまちづくり推進事業利用件数

地域の担い手不足の深刻さを懸念した中核経営体が経
営の法人化を図っている。新設された法人の経営が安
定するまでの支援が必要である。

新設法人の経営安定のための技術面や経営面などにつ
いて関係機関が集まり、今後、必要な技術指導や経営指
導などトータルサポートを行う。

引き続き事業のPRを図り、研修生の確保に努める。過疎化、高齢化により、他産業と同様に林業従事者は
減少傾向にある。

住宅の新築・増改築での利用件数が落ち込み、リフォー
ムの件数が増加したものの、総数として伸び悩んでい
る。建築資材の価格高騰による影響が考えられる。

木材振興・地場産材のPRを図っていくため、事業を継続
していく。
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基本目標１　若者や子育て世代も安心して働けるしごとと環境をつくる

暦年 H25 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 単位

実績 14,013 13,976 9,001 8,645 7,643 6,256 7,154 百万円

事業所 42 44 42 38 34 30 29 社

（イ）商工業等

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 単位

目標 － － － － － － 5 5 5 5 5 件

実績 12 24 3 4 0 1 1 1 12 18 件

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 単位

目標 － － － － － － 27 27 27 27 27 人

実績 － － － 21 37 25 27 53 95 98 人

事業所 － － － 14 20 16 15 28 35 94 社

暦年 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 単位

実績 75,330 76,242 82,023 75,444 75,702 39,124 38,488 37,158 百万円

事業所 134 137 141 129 117 113 104 104 社

Ａ

要因分析

現状と課題 今後の取組

累積

ａ％ 160 ％
累積評価
（R2～R5） ア 総合評価

評価方法

20点

参考指標

ＫＰＩ

ａ 累積評価
（R2～R5） ア 総合評価253 ％

単年評価
（R5）

ＫＰＩ

単年評価
（R5）

360

要因分析

現状と課題 今後の取組

参考指標 （１５）製造品出荷額

（１４）地元企業人材育成支援事業の利用者数

363 Ａ 20点％

評価方法

（１２）木材製品出荷額

累積

県統計調査から拾っていたが、調査自体が
終了したため、集計不可

（１３）新規分野進出に関する相談件数

事業拡大や新規分野参入が円滑にできるよう、既存事業
である起業相談窓口や新規分野参入支援事業費補助金
等の制度を継続して周知していく。

新型コロナウイルスが５類に移行し、事業者の経済活動
も回復傾向にあることから、新規分野参入意欲が高まっ
たことが件数の増加に繋がったものと考えられる。

チラシやホームページ、企業訪問等により積極的な制度
周知を図ったことや、制度創設から一定期間が経過した
ことで地元企業に制度が浸透し、また令和４年度から業
種要件を撤廃したことにより、申請件数が増加した。

人材の職場定着につなげるため、さらなる周知に努め、
今後も事業を継続していく。

非公表
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基本目標１　若者や子育て世代も安心して働けるしごとと環境をつくる

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 単位

実績 192 221 238 227 257 231 55 68 108 113 件

（３）起業と事業承継の推進

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 単位

目標 － － － － － － 8 8 8 8 8 人

実績 2 8 12 8 5 13 10 2 4 5 人

（４）地域資源を活かした交流人口の拡大

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6（目標値） 単位

目標 － － － － － － 1,616,738 1,627,553 1,638,368 1,649,184 1,660,000 人

実績 1,741,141 1,656,159 1,564,437 1,497,605 1,755,727 2,254,917 1,224,524 1,795,812 1,655,943 1,675,244 人

観光地点数 49 48 39 38 39 39 34 35 35 33 地点

暦年 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6（目標値） 単位

目標 － － － － － － 139,182 141,386 143,590 145,795 148,000 人

実績 124,682 108,960 113,733 140,913 156,290 151,693 106,499 126,062 132,553 144,529 人

施設数 14 12 13 22 23 21 20 18 16 16 施設

単年評価
（R5）

単年評価
（R5）

参考指標 （１６）中小企業融資あっせん制度利用件数

要因分析

現状と課題 今後の取組

要因分析

現状と課題 今後の取組

要因分析

現状と課題 今後の取組

99 ％ - Ｂ 14点
累積評価
（R2～R5） － 総合評価％ｂ単年評価

（R5）

ＫＰＩ

ＫＰＩ

ＫＰＩ

-

（１９）宿泊客数 評価方法 単年

累積評価
（R2～R5） － 総合評価

ｅ

ａ

累積評価
（R2～R5）63 ％ Ｅ 2点

昨年度と比較し起業者数は増加したものの、昨今の物
価や燃料高騰の影響から、高騰前と比較し設備投資が
かかり増しになるといった要因から、増加率が鈍い状況
となっている。

起業に向けた活動が円滑に進むよう、既存事業である起
業相談窓口や起業支援事業費補助金等、創業者向けの
融資制度等について周知していく。

％

（１７）創業者数

ウ 総合評価

評価方法

アフターコロナの規制緩和により、観光需要が戻りつつ
あるが、コロナ直前（Ｒ１）の水準にはまだ遠い状況であ
る。全国的なインバウンドの増加傾向を、この地域にい
かに波及させるかが課題となっている。

本県の台湾チャーター便やＲ７の関西万博等を契機とし
て本市への入込を増やすため、インバウンド対応に強み
のあるＤＭＯ「あきた白神ツーリズム」と連携を密にする。
県と連携し、クルーズ誘客に重点的に取り組む。

能代市内宿泊施設利用の多くはビジネス客といわれて
いる。
また、宿泊施設の不足が以前から指摘されていることか
ら、誘客の取組だけでは滞在型観光の推進に限界があ
る。

ホテル増床の動きもみられることから、ビジネスを入口と
して観光につなげられるよう、宿泊施設へ観光ＰＲの働き
かけや、大館能代空港利活用協議会が展開する施策と
の連携を図る。

Ａ 20点

評価方法

102 ％

（１８）観光客入込客数 単年

累積

66

％
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年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 単位

目標 － － － － － － 35 40 45 50 55 世帯

実績 － 4 6 15 26 28 23 30 61 66 世帯

移住者数 － 12 11 29 54 51 39 51 85 94 人

（１）新規高校卒業者の地元定着の推進

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6（目標値） 単位

目標 － － － － － － 45.5 46.6 47.8 48.9 50.0 ％

実績 41.5 36.9 39.4 44.1 44.4 42.5 55.6 54.7 52.9 45.0 ％

能代山本の
就職者数

93 87 91 94 87 79 85 81 64 54 人

就職者数 224 236 231 213 196 186 153 148 121 120 人

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 単位

実績 71 76 263 279 234 692 187 524 604 752 人

要因分析

現状と課題 今後の取組

昨年度は新型コロナウイルス感染症が２類から５類に引
き下げられ、人々の行動制限がなくなったことで、移住相
談会の来場者が増加したことや、支援制度の拡充が功
を奏したものと考えられる。

全国的に地方移住やふるさと回帰への関心が高まってい
るほか、本市の移住支援に関連する情報発信により移住
実績や相談実績が増加傾向にあることから、引き続き移
住希望者に寄り添った相談対応や情報発信に努める。

単年

％ －

Ｂ 14点－ ％ － 総合評価

全国的な働き手不足により、特に首都圏等の給料や福
利厚生が手厚くなっている。加えてコロナによる制約が
無くなったため、県外志向が高まっていることも要因のひ
とつと考えられる。

デュアル就業実習事業や、中高生向けのガイダンスを引
き続き行い、若年層の地元定着につながるよう努める。

現状と課題 今後の取組

総合評価

92

Ａ 20点－

％ ｂ 累積評価
（R2～R5）

評価方法

参考指標 （２２）地元企業就職説明会等への延べ参加者数

単年評価
（R5）

ＫＰＩ

基本目標２　移住・定住を推進し能代で暮らす人の流れをつくる

（２０）市への相談を経て移住した世帯数

（２１）新規学校卒業者就職率（能代山本）

数値目標 評価方法 単年

単年評価
（R5） 132 ％ ａ 累積評価

（R2～R5）

要因分析

6



基本目標２　移住・定住を推進し能代で暮らす人の流れをつくる
（２）新規大学等卒業者や首都圏等在住者のふるさと回帰の促進

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 単位

目標 － － － － － － 20 25 30 35 40 世帯

実績 － 2 4 6 13 15 10 18 36 37 世帯

移住者数 － 6 7 12 30 28 21 32 51 49 人

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6（目標値） 単位

目標 － － － － － － 20 40 60 80 100 社

実績 － － － － － － 53 79 100 100 社

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 単位

実績 7 12 15 19 24 23 28 30 33 41 人

返還対象者 27 41 60 78 91 103 120 126 143 155 人

％ 20点

Ａ 20点

要因分析

要因分析

累積評価
（R2～R5） －

－ 総合評価

現状と課題 今後の取組
昨年度は新型コロナウイルス感染症が２類から５類に引
き下げられ、人々の行動制限がなくなったことで、移住相
談会の来場者が増加したことや、支援制度の拡充が功
を奏したものと考えられる。

全国的に地方移住やふるさと回帰への関心が高まってい
るほか、本市の移住支援に関連する情報発信により移住
実績や相談実績が増加傾向にあることから、引き続き移
住希望者に寄り添った相談対応や情報発信に努める。

現状と課題 今後の取組

％

企業訪問をミッションとしていた地域おこし協力隊の退任
により、企業訪問による勧奨は減少したものの、移住体
験ツアー実施時の見学受け入れ登録の周知に努めてい
る。

就業のマッチングを図るため、引き続きインターンシップ
等の受け入れ登録企業数の増加につながるよう努める。

－ 総合評価125 ％ ａ単年評価
（R5）

ＫＰＩ 評価方法 単年

参考指標 （２５）市内居住による奨学金の返還支援件数

Ａ累積評価
（R2～R5） －

単年（２３）移住相談件数のうちＵターンした世帯数

（２４）インターンシップ等受け入れ登録企業数

106 ％ ａ

ＫＰＩ 評価方法

単年評価
（R5）
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基本目標２　移住・定住を推進し能代で暮らす人の流れをつくる

（３）能代での新たな暮らしを目指す移住・定住の推進

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 単位

目標 － － － － － － 15 15 15 15 15 世帯

実績 － 2 2 9 13 13 13 12 25 29 世帯

移住者数 － 6 4 17 24 23 18 19 34 45 人

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 単位

実績 － － 5 5 7 7 6 2 11 17 世帯

参加人数 － － 8 7 13 13 6 2 18 27 人

（４）情報発信と相談・サポート体制の充実

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 単位

目標 － － － － － － 140 155 170 185 200 件

実績 － 31 54 100 96 136 71 100 241 292 件

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 単位

目標 － － － － － － 12 14 16 18 20 件

実績 － 1 5 16 8 11 14 12 20 20 件

成約 － 1 1 5 14 4 16 6 16 18 件

単年評価
（R5）

今後の取組

空き家バンク制度の周知を図るため、固定資産納税通
知書へのチラシ同封や空き家調査時のポスティング、空
き家バンクバスツアーの実施、関東能代会等への周知
が功を奏し、登録物件、成約件数ともに増となった。

引き続き、空き家所有者と空き家バンク利用希望者の
マッチングにつなげられるよう、さらなる周知に努める。

Ａ 20点111 ％ ａ 累積評価
（R2～R5） － ％ － 総合評価

要因分析

現状と課題 今後の取組
昨年度は新型コロナウイルス感染症が２類から５類に引
き下げられ、人々の行動制限がなくなったことで、移住相
談会の来場者が増加したことや、支援制度の拡充が功
を奏したものと考えられる。

全国的に地方移住やふるさと回帰への関心が高まってい
るほか、本市の移住支援に関連する情報発信により移住
実績や相談実績が増加傾向にあることから、引き続き移
住希望者に寄り添った相談対応や情報発信に努める。

単年評価
（R5）

ＫＰＩ

Ａ 20点

評価方法 累積

Ａ 20点－ 総合評価

％ ａ 累積評価
（R2～R5） 132 ％ ア 総合評価

％

評価方法 単年

158 ％ ａ 累積評価
（R2～R5） －

193

（２７）移住体験ツアー参加世帯数

要因分析

現状と課題 今後の取組

ほぼ毎日Ｘを更新し、リアルタイムで本市の情報発信を
行ったほか、移住相談者向けに発行している「のしろ暮
らす通信」の広報のしろ折り込みによる全戸配布の実
施、移住定住相談窓口がイオンタウン能代に移転したこ
とによる認知度向上等が功を奏し、相談件数が伸びてい
る。

今後も移住検討者や移住に関する支援制度を利用され
た方の声を聞き、実効性のある支援制度や相談体制とな
るよう適宜見直しを図りながら運用していきたい。

ＫＰＩ

要因分析

現状と課題

ＫＰＩ

（２６）移住相談件数のうちＩＪターンした世帯数

（２８）移住相談件数

（２９）空き家バンクの新規物件登録件数

単年評価
（R5）

参考指標

評価方法 単年
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基本目標２　移住・定住を推進し能代で暮らす人の流れをつくる

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 単位

実績 － － － － 3 9 13 17 22 23 件

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 単位

実績 － － － － － － － － － 6 件

※R5年度に制度を見直し、30-1移住定住奨励金の一部をすまい補助金に移行して拡充した。

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 単位

実績 － － － － － 97 1,009 1,018 1,096 1,286 人

参考指標 （３１）移住定住相談窓口ＬＩＮＥ登録者数

参考指標 （３０-1）若年世帯移住定住奨励金利用件数

参考指標 （３０-2）若年世帯移住定住すまい補助金利用件数

9



暦年 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6（目標値） 単位

目標 － － － － － － 150 152 154 157 160 件

実績 163 164 175 158 148 160 120 113 111 113 件

（１）結婚への望みをかなえるための支援

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 単位

目標 － － － － － － 90 100 110 120 130 人

実績 － － 118 122 97 70 24 48 89 171 人

イベント数 － － 6 5 6 4 2 4 8 18 件

団体数 － － 5 4 4 3 1 3 3 4 団体

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 単位

目標 － － － － － － 32 34 36 38 40 人

実績 25 23 27 36 27 24 24 22 23 16 人

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 単位

実績 － － － － 10 10 11 12 12 12 団体・企業

一方で、結婚を考えていない理由として、経済的事業を挙
げる人も多くいることから、支援制度の周知に努め、結婚
を希望する方に対してはセンター登録も呼び掛けていく。

評価方法 単年

基本目標３　出会い・結婚・出産・子育てに関する望みがかなう地域をつくる

単年評価
（R5）

ＫＰＩ

数値目標

単年評価
（R5） 72

％ － 総合評価

％ ｃ 累積評価
（R2～R5） － ％ －

－

評価方法 単年

評価方法 単年

（３２）婚姻数

今後も結婚を希望する方々への出会いの支援を継続す
るとともに、結婚後の新生活のスタートアップに係る経済
的な支援を国の制度を活用して実施し、早期の結婚の促
進を図る。

ＫＰＩ

42 －
単年評価

（R5）
累積評価
（R2～R5）

％ ｅ

要因分析

現状と課題

総合評価

市の補助金を活用した婚活イベントや地域おこし協力隊
によるイベントがコロナ禍後にやや活発になったことや、
民間の活動が回復しきっていないことを背景にR5年度に
市主催のイベントによる補完を開始したため増加した。

143 ％ ａ 累積評価
（R2～R5）

要因分析

現状と課題 今後の取組

コロナ禍で結婚を先送りしていた方々の婚姻により前年
度並みの数値になったと考えられる。

※秋田県衛生年鑑が公表となっていないため、市の婚
姻数により算出

参考指標

今後の取組
コロナ禍の影響等により、民間の支援活動が依然として
回復していないことから、実施に向けて補助金活用を呼
びかけるとともに、イベントの周知を徹底する。

要因分析

現状と課題 今後の取組
R5年度に実施したアンケート結果によれば、結婚を考え
ていない人が約３割おり、理由として「１人のほうが気楽
だから」「必要性を感じないから」が上位に来ている。
個々の意思を尊重する時代であることを背景に結婚を
希望していない人も多く見られる。

Ｃ 10点

Ａ 20点

総合評価 Ｅ 2点％ －

（３５）あきた結婚支援センター会員団体数

（３３）男女の出会いや交流イベント等への参加人数

（３４）あきた結婚支援センター入会者数
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基本目標３　出会い・結婚・出産・子育てに関する望みがかなう地域をつくる

（２）出産・子育ての望みをかなえ暮らせる地域の実現

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6（目標値） 単位

目標 － － － － － － 10,165 10,273 10,382 10,491 10,600 人

実績 7,565 9,012 9,313 10,146 10,057 9,242 6,972 6,483 5,091 7,159 人

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 単位

目標 － － － － － － 45 50 55 60 65 社

実績 24 24 24 29 34 41 45 46 40 40 社

単年評価
（R5）

ＫＰＩ

累積評価
（R2～R5）68 ％

（３７）次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画策定企業数

単年評価
（R5） － ％ － 総合評価ｅ

新型コロナウイルス感染症が５類移行した影響もあり、
出生数が下降している中でもセンター開放の利用者数
が回復傾向にある。

引き続き利用者のニーズに合わせて事業を継続してい
く。

策定が義務づけられていない100人以下の企業が増加
していること等により、低迷している状況。策定の意義を
認知してもらう必要があるものと考えられる。
※常時雇用する労働者が１０１人以上の企業は策定が義務化され
ているが、その他の企業は努力義務となっている。従事者の減少に
より、100人以下に転じた企業が増加傾向にある。

企業訪問等を通じて、仕事と子育ての両立に理解を得ら
れるよう周知を行う。

－ ％ － 総合評価 Ｅ 2点67 ％ ｅ 累積評価
（R2～R5）

要因分析

現状と課題 今後の取組

単年

要因分析

現状と課題 今後の取組

評価方法

ＫＰＩ

Ｅ 2点

（３６）子育て支援センター利用者数 評価方法 単年
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年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6（目標値） 単位

目標 － － － － － － 52.0 59.0 66.0 73.0 80.0 ％

実績 0.9 1.4 1.4 6.0 45.0 52.4 55.3 56.8 57.1 58.6 ％

単年度 3 2 0 16 136 26 10 7 1 3 自治会

累計 3 5 5 21 157 183 193 200 201 204 自治会

自治会数 347 347 346 350 349 349 349 352 352 348 自治会

(１)地域の未来を支える人づくりと地域づくり

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6（目標値） 単位

目標 － － － － － － 86 89 92 96 100 団体

実績 56 63 70 74 83 90 95 95 98 102 団体

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 単位

実績 7 9 8 8 9 11 6 6 10 8 件

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 単位

実績 335 310 286 303 321 324 315 303 321 311 人

入会者 28 28 21 43 53 49 24 34 41 31 人

退会者 40 53 45 26 35 46 33 46 23 41 人

10点総合評価

20点

現状と課題 今後の取組

（４１）シルバー人材センター会員数

評価方法

現状と課題

（３９）市民活動支援センター登録団体数

参考指標

％

累積評価
（R2～R5） － ％ － Ａ

単年

要因分析

今後の取組

％ ａ

　市民活動に興味があるのにどうしたら良いかわからな
いという人々の存在を取り込めていない。
　センター業務は、アドバイザーの資質によるところが大
きいため、研修等への積極的な参加を促し、人材育成を
図る必要がある。

市民活動支援センターの存在をアピールできる周知方法
を考える。また、登録団体の会員や関係者だけでなく、一
般市民にも興味を持ってもらえるような講座やイベント等
を開催する。
県山本地域振興局、県北部市民活動サポートセンター
（大館市）、ボランティアセンターとの定期的な会合の場を
設け、関係機関との情報共有と連携を図っている。
研修等への積極的な参加により人材育成を図るととも
に、円滑なセンター運営のための環境整備等を行ってい
く。ボランティアセンターとの役割分担や効率的・効果的な
運営を研究する。
市民活動支援センター機能を活かして、地域課題に対応
できるネットワークづくりを強化する。

Ｃ

総合評価106

ＫＰＩ

参考指標 （４０）市民まちづくり活動支援事業応募件数

要因分析

コロナ禍により、出前講座等の開催が減少し、自治会、
町内会に対して周知や呼びかけができなかった年度が
あり、目標値に至らなかった。

出前講座等での周知とともに、防災士を自治会、町内会
に参加させ、自主防災組織の必要性を説明し、設立を促
していく。

基本目標４　安心して暮らせる元気な地域をつくる

単年評価
（R5）

単年評価
（R5）

評価方法 単年

80 ％ ｃ 累積評価
（R2～R5） －

数値目標

－

（３８）自主防災組織設置率
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基本目標４　安心して暮らせる元気な地域をつくる

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 単位

実績 1 2 2 0 1 4 8 10 10 10 人

（２）安全・安心な暮らしを守る都市機能の維持

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 単位

目標 － － － － － － 100 100 100 100 100以上 －

実績 － － － － 100 100 104 103 106 127 －

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 単位

実績 3 3 5 7 2 6 6 3 2 5 件

累計 － 3 8 15 17 23 29 32 34 39 件

空き店舗数 47 47 40 39 37 38 39 39 41 42 店舗

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 単位

実績 － － 1 4 3 0 2 0 0 2 事業

ＫＰＩ

参考指標

単年評価
（R5）

％ － 総合評価127 ％ ａ

（４５）市と近隣町が新たに行う連携事業数

（４２）地域おこし協力隊員数

評価方法 単年

（４４）空き店舗の利活用件数参考指標

Ａ 20点

（４３）公共交通カバーエリア

現状と課題 今後の取組

要因分析

－

令和5年9月末で市内の路線バス4路線が廃止となり、代
替交通手段として運行した予約制乗合タクシーコサクル
「常盤線」及び「母体線」、能代駅前⇔東能代地区連絡コ
ミュニティバス「ではるん」を新たに運行した。
停留所を従前運行していた路線バスよりも多く設定した
ことから、カバーエリアの拡大に繋がった。

運行事業者と協議をしながら、住民の停留所増設に係る
要望に応えていくとともに、市街地において今までカバー
できていなかったエリアをAIオンデマンド交通等新しい公
共交通の導入によりカバーしていく。

累積評価
（R2～R5）

参考指標
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年 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 単位

増減数 △ 292 △ 175 △ 279 △ 238 △ 285 △ 231 △ 272 △ 216 △ 136 △121 人

転入者数 1,256 1,250 1,245 1,256 1,135 1,176 1,032 1,053 1,194 1,162 人

転出者数 1,548 1,425 1,524 1,494 1,420 1,407 1,304 1,269 1,330 1,283 人

年 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 単位

出生率 1.25 1.31 1.33 1.41 1.42 1.40 1.59 1.34 1.23 －

出生数 255 257 254 235 233 215 219 210 173 人
女性人口
（15-49歳） 8,593 8,355 7,964 7,634 7,328 7,074 6,872 6,844 6,587 人
男性人口
（15-49歳） 8,720 8,572 8,157 7,951 7,699 7,470 7,166 7,333 7,180 人

要因分析

現状と課題 今後の取組

「R5秋田県衛生年鑑」より数値を引用予定。
現在、未公表。

重要検証
指標 ②合計特殊出生率

要因分析

現状と課題 今後の取組

依然として若者の進学や就職等に伴い、社会減の状態
が続いているが、地方移住やふるさと回帰への関心が
高まっていることから、社会減は減少傾向にある。

日本全体の人口が減少していることから、引き続
き人口動態及び社会情勢等を注視するとともに、
R6年度中に人口ビジョンの改訂のうえ、次期総合
戦略を策定し、引き続き社会減の抑制に努めてい
きたい。

重要検証指標

重要検証
指標 ①転入・転出増減数
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